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第１章 点検評価結果の概要
１ 趣旨説明

山県市教育委員会では「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」第２６条の規定に

基づき、平成３１年度の教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況について点

検評価を行い、その結果に関する報告を行うものです。

なお、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」に規定されている教育委員会の職

務権限は下記のとおりです。

【参考】

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律(昭和31年法律第162号) 抜粋」

(教育委員会の職務権限)

第21条 教育委員会は、当該地方公共団体が処理する教育に関する事務で、次に掲げるも

のを管理し、及び執行する。

（1） 教育委員会の所管に属する第30条に規定する学校その他の教育機関(以下「学校

その他の教育機関」という。)の設置、管理及び廃止に関すること。

（2） 教育委員会の所管に属する学校その他の教育機関の用に供する財産(以下「教育

財産」という。)の管理に関すること。

（3） 教育委員会及び教育委員会の所管に属する学校その他の教育機関の職員の任免そ

の他の人事に関すること。

（4） 学齢生徒及び学齢児童の就学並びに生徒、児童及び幼児の入学、転学及び退学に

関すること。

（5） 教育委員会の所管に属する学校の組織編制、教育課程、学習指導、生徒指導及び

職業指導に関すること。

（6） 教科書その他の教材の取扱いに関すること。

（7） 校舎その他の施設及び教具その他の設備の整備に関すること。

（8） 校長、教員その他の教育関係職員の研修に関すること。

（9） 校長、教員その他の教育関係職員並びに生徒、児童及び幼児の保健、安全、厚生

及び福利に関すること。

（10） 教育委員会の所管に属する学校その他の教育機関の環境衛生に関すること。

（11） 学校給食に関すること。

（12） 青少年教育、女性教育及び公民館の事業その他社会教育に関すること。

（13） スポーツに関すること。

（14） 文化財の保護に関すること。

（15） ユネスコ活動に関すること。

（16） 教育に関する法人に関すること。

（17） 教育に係る調査及び基幹統計その他の統計に関すること。

（18） 所掌事務に係る広報及び所掌事務に係る教育行政に関する相談に関すること。

（19） 前各号に掲げるもののほか、当該地方公共団体の区域内における教育に関する
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事務に関すること。

(教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等)

第26条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務(前条第1項の規定により教育長に委

任された事務その他教育長の権限に属する事務(同条第4項の規定により事務局職員等

に委任された事務を含む。)を含む。)の管理及び執行の状況について点検及び評価を行

い、その結果に関する報告書を作成し、これを議会に提出するとともに、公表しなけれ

ばならない。

2 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有する

者の知見の活用を図るものとする。

２ 点検評価の実施について

教育委員会は、「山県市教育委員会点検評価実施要綱」に基づき、平成３１年度の教育

委員会の事務事業等について、次の内容の点検・評価を実施しました。

（１）教育委員会の活動状況等

教育委員会会議の実施状況、調査活動の実施等について

（２）事務の管理及び執行の状況

「山県市の教育基本方針」に示す施策の執行状況及びその成果について

＜目標について＞

目標について、「・」は「維持向上型事業」に関する目標、「◎」については「積上

型事業」に関する目標としました。

※「維持向上型事業」とは、５年間を通し、同じ目標として向上を目指す事業。

※「積上型事業」とは、計画的に毎年度目標を設定し、重点目標の達成を目指す事業。

＜評価について＞

上記項目について、次の４区分により、その達成度の評価を行いました。

なお、地教行法第２６条第２項に規定されている「教育に関し学識経験を有する者の知

見の活用」については、「山県市教育委員会点検評価委員会設置要綱」に基づき、評価委

員会を設置し、評定結果に対する意見の聴取を行いました。

評 定 内 容

Ａ 順調に達成しているもの

Ｂ おおむね順調に達成しているもの

Ｃ 達成見込みであるが課題があるもの

Ｄ 順調でないもの
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３ 点検評価結果について

（１）点検評価結果全体の概要

◇教育委員会の活動状況

◇事務事業の執行状況（全５１項目について評価）

①教育委員会会議の状況 ・・・・・・・ 順調に達成している （Ａ）

②調査活動の状況 ・・・・・・・・・・ 順調に達成している （Ａ）

Ａ 順調に達成しているもの ４１／５１項目（８０％）

Ｂ おおむね順調に達成しているもの ７／５１項目（１４％）

Ｃ 達成見込みであるが課題があるもの ０／５１項目（ ０％）

Ｄ 順調でないもの ０／５１項目（ ０％）

－ 実施を中止したもの ３／５１項目（ ６％）
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（２）分野ごとの点検評価結果

平成３１年度の重点施策別の点検評価結果は、下記のようになりました。

重点目標１ （全 13 項） Ａ 順調に達成しているもの １２ 項目

「学ぶ意味や喜びを

味わえる学習づくり」

Ｂ おおむね順調に達成しているもの １ 項目

Ｃ 達成見込みであるが課題があるもの ０ 項目

Ｄ 順調でないもの ０ 項目

重点目標２ （全９項目） Ａ 順調に達成しているもの ８ 項目

「児童生徒のよさを

生み出す環境づくり」

Ｂ おおむね順調に達成しているもの ０ 項目

Ｃ 達成見込みであるが課題があるもの ０ 項目

Ｄ 順調でないもの ０ 項目

― 実施を中止したもの １ 項目

重点目標３ （全８項目） Ａ 順調に達成しているもの ７ 項目

「信頼に満ちた

安心･安全な学校づくり」

Ｂ おおむね順調に達成しているもの １ 項目

Ｃ 達成見込みであるが課題があるもの ０ 項目

Ｄ 順調でないもの ０ 項目

重点目標４ （全 12 項） Ａ 順調に達成しているもの １１ 項目

「「学び」と「活用」の

サイクルの確立」

Ｂ おおむね順調に達成しているもの １ 項目

Ｃ 達成見込みであるが課題があるもの ０ 項目

Ｄ 順調でないもの ０ 項目

重点目標５ （全 7項） Ａ 順調に達成しているもの ２ 項目

「ゆとりとうるおいを

実感できる文化芸術活

動」

Ｂ おおむね順調に達成しているもの ３ 項目

Ｃ 達成見込みであるが課題があるもの ０ 項目

Ｄ 順調でないもの ０ 項目

― 実施を中止したもの ２ 項目

重点目標６ （全２項） Ａ 順調に達成しているもの １ 項目

「人間尊重の精神に

あふれた人づくりの推

進」

Ｂ おおむね順調に達成しているもの １ 項目

Ｃ 達成見込みであるが課題があるもの ０ 項目

Ｄ 順調でないもの ０ 項目
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（３）事業ごとの評価一覧表

「山県市教育振興計画」に示された「重点施策」「主要施策」「主要事業」に伴い、平成

３１年度の「実施事業」の評価を行いました。「実施事業」の評価は、以下のとおりです。

【重点目標１】学ぶ意味や喜びを味わえる学習づくり

主要施策１ 学習指導方法の工夫改善の推進 評価

(１)『分かる授業・心にひびく教育』推進事業 Ａ

(２) 個別指導及び問題解決学習等授業改善事業 Ａ

(３) 学校管理訪問事業

(４) 教職員の各種人事交流による学校活性化事業

Ａ

Ａ

主要施策２ ふるさとの伝統や地域性を活かした特色ある教育活動の充実 評価

(１) 学校提案型教育活動推進事業 Ａ

(２) ふるさと大好き、わくわく体験事業

(３) 地域とともにある学校の推進事業

(４) 学校コラボレーター事業

Ａ

Ａ

Ａ

主要施策３ 学校間連携事業の充実 評価

(１) 体力つくり・スポーツ振興事業 Ａ

(２) 芸術・文化教育推進事業 Ａ

主要施策４ 教育センター機能の充実と改革 評価

(１) 力のある教師や支援員等を育てる教職員研修推進事業 Ａ

(２) 教育センター機能充実事業

(３) 教育相談機能の充実事業（適応指導教室コスモス）

Ａ

Ｂ

【重点目標２】児童生徒のよさを生み出す環境づくり

主要施策５ 学校整備の推進 評価

(１) 非・構造部材の耐震対策事業 Ａ

(２) 学校木質化推進事業 -

(３) 学校施設防災機能強化事業 Ａ

主要施策６ 学校適正規模化の推進 評価

(１) 方針に基づいた統合推進事業 Ａ

主要施策７ 快適な学習環境整備の推進 評価

(１) 冷暖房設備事業 Ａ

(２) トイレ美化推進事業 Ａ

(３) バリアフリー化推進事業 Ａ

主要施策８ 読書活動の充実と情報教育の推進 評価

(１) 「学習・情報センター機能をもつ図書館経営」推進事業 Ａ

(２) 学習用ＩＣＴ整備・活用事業 Ａ
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【重点目標３】信頼に満ちた安心・安全な学校づくり

主要施策９ 学校保健の充実と食育の推進 評価

(１) 学校保健「心と体の健康」（歯と口腔の健康づくり）推進事業 Ａ

(２) 地産地消と食育推進事業 Ａ

(３) 調理場整備推進事業 Ａ

主要施策 10 学校サポート体制の充実 評価

(１) 学校支援員等配置事業 Ａ

(２) 教育・生活相談員配置事業 Ｂ

主要施策 11 緊急事態への態勢強化を推進 評価

(１) あんしんネットによる登下校等安全対策事業 Ａ

(２) 生徒指導連携強化事業

(３) いじめ防止対策推進事業

Ａ

Ａ

【重点目標４】「学び」と「活用」のサイクルの確立

主要施策 12 乳幼児期からの家庭教育の推進

(１) 家族ぐるみの子育て実践事業

(２) 放課後子ども総合プラン推進事業

評価

Ａ

Ａ

主要施策 13 青少年健全育成の推進 評価

(１) 青少年健全育成事業 Ａ

(２) 成人式開催事業 Ａ

主要施策 14 新たな生涯学習人口の増加と地域づくりの推進 評価

(１) 生涯学習関係団体育成･支援事業 Ａ

(２) 公民館活性化事業 Ｂ

主要施策 15 生涯スポーツの推進 評価

(１) 健康スポ－ツ推進事業 Ａ

(２) 全国大会等出場応援事業 Ａ

(３) 体育施設管理・建設事業 Ａ

(４) 体育施設指定管理事業

(５) スポーツ関係団体育成・支援事業

(６) 総合型地域スポ－ツクラブ育成・支援事業

Ａ

Ａ

Ａ
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【重点目標５】「ゆとり」と「うるおい」を実感できる文化芸術活動

主要施策 16 文化芸術活動基盤の充実と活動の推進 評価

(１) 文化の里花咲きホ－ル活用推進事業 Ｂ

(２) 古田紹欽記念館活用推進事業 Ａ

主要施策 17 市民の読書活動の推進 評価

(１) 図書館運営の拡充事業

(２) 読み聞かせ教室の開催事業

Ｂ

Ｂ

主要施策 18 文化財や伝統芸能等の継承推進 評価

(１) 文化財保存事業 Ａ

主要施策 19 国際理解教育の推進

(１) 青少年の海外派遣事業

(２) 国際交流員受入事業

評価

-

-

【重点目標６】人間尊重の精神にあふれた人づくりの推進

主要施策 20 学校における人権教育の推進

(１) 学校における人権教育の推進

評価

Ａ

主要施策 21 あらゆる場、あらゆる機会での人権教育の推進 評価

(１) 社会人権教育推進事業 Ｂ
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第２章 各事務事業の点検評価シート

様式第 1号 教育委員会の活動状況 点検評価シート 山県市教育委員会

内容項目 実 績 成果（〇）・課題（●） 評価

教育委員会会議の実施状況

○開催回数

定例会議 臨時会議

H30年度 10回 0回
H31年度 10回 0回

○審議件数

議決 承認 報告

H30年度 28件 0件 1件
H31年度 32件 11件 0件

○議案の審議が厳正に行われたほか、委員からの情

報提供や事務局からの報告に関し、活発な意見交換

が行われた。

Ａ

調査活動の状況等

○視察調査

・市内視察

H30年度 学校訪問 1校（大桑小学校）
H31年度 学校訪問 1校（伊自良南小学校）、

高富中央公民館、山県市図書館

・市外視察

岐阜県教育委員会連合会研修会参加

H30年度 美濃市

H31年度 恵那市

○その他

総合教育会議 意見交流会

H30年度 1回 2回
H31年度 1回 1回

○学校の特色ある教育実践を視察すると共に、学校

長等との意見交換により学校の現状把握をすること

ができた。

○市内社会教育施設の現状について認識することが

できた。

○県内教育委員会の優れた実践活動の発表をとおし

て、今後の教育行政の参考とすることができた。
Ａ

○教育相談に深い知識を持つ委員を選任

できた。

○外部の有識者を講師にして総合会議が

実施でき、ＩＣＴの充実をビジョンとし

て取り入れた。
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様式第２号 事務事業の執行状況 点検評価シート 山県市教育委員会

重
点
施
策

重点目標 平成 31年度の目標 担当課

平成 31年度の実績・成果と課題
評
価

実 績 成果（〇）と課題（●）

学
ぶ
意
味
や
喜
び
を
味
わ
え
る
学
習
づ
く
り

■主要施策１

学習指導方法の

工夫改善の推進

○教職員の授業

力を高め、児童生

徒に確かな学力

を育てます。

（１）『分かる授業･心にひびく教育』

推進事業

・『山県市立学校３つの実践』（規律、

学力、自己有用感）を全ての小・中学

校で一貫した共通実践とします。

・基礎学力の向上と自己表現力の育

成を図ります。

・推進校指定や研修校指定による実

践的な授業研究会や生徒指導事例研

究会を行うことで、「力のある教師」

を育てます。

・特別支援教育コーディネーターや

教育相談員の適正な配置、教育支援

委員会・就学相談会の充実を図り、保

育園・幼稚園・特別支援学校との連携

を深め、早期からの適切な就学指導

を行います。

学校

教育課

・新学習指導要領の趣旨及び山県

市ならではの教育を意図した学

校教育の指針の作成と活用（拡

充）

・学力向上推進会議年 3回
（経年比較±0）
・学習プリント（WEB）

H29 14,056回
H30 17,175回
H31 18,939回

・公表会２校発表

（経年比較±0）
・30年度から全学校に指定校・推
進校の位置付け

・委員会等の開催

H29年度 14回
H30年度 13回
H31年度 12回

○山県市ならではの教育の推進ができた。

○実践・評価・改善をしながら実施できた。

○その学校の特色ある学校経営が推進で

きた。

○児童生徒・保護者のニーズに応じた教育

支援ができた。

A

○教育センター内に教育相談担当

を組織化できた。
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様式第２号 事務事業の執行状況 点検評価シート 山県市教育委員会

重
点
施
策

重点目標 平成 31年度の目標 担当課

平成 31年度の実績・成果と課題
評
価

実 績 成果(〇)と課題（●）

学
ぶ
意
味
や
喜
び
を
味
わ
え
る
学
習
づ
く
り

■主要施策１

学習指導方法の

工夫改善の推進

○教職員の授業

力を高め、児童生

徒に確かな学力

を育てます。

（２）個別指導及び問題解決学習等

授業改善事業

・習熟度別学習等における下位

１０％の児童生徒に対する個別指導

と見届けを徹底し、基礎学力の向上

を図るための授業改善を行います。

・自ら調べてまとめ発表する学習や

仲間と共同して学習すること等、問

題解決の力（思考力・判断力・表現力）

や方法を身に付けるという目的を明

確にした授業への改善を図ります。

・小学校高学年における教科担任制

や教科免許教員による個別支援等の

配置された教職員の割当て内でより

質の高い授業を目指します。

学校

教育課

・少人数指導加配教員配置（経

年比較±0）
・全国学力調査は小学校が微

減、中学校は微増

・学力向上推進会議 3回
（経年比較±0）

・一部の教科･学校において教

科担任制

（経年比較±0）

○授業の進め方や研究会のもち方につ

いて改善を図ることができた

○児童生徒の学力向上のため、放課後子

ども教室を利用した学習活動（個別指

導）を位置付けた。

A

○小規模小学校に教科担任制を取

り入れる人事配置ができた。（Ｒ2
より）
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様式第２号 事務事業の執行状況 点検評価シート 山県市教育委員会

重
点
施
策

重点目標 平成 31年度の目標 担当課

平成 31年度の実績・成果と課題
評
価

実 績 成果(〇)と課題(●)

学
ぶ
意
味
や
喜
び
を
味
わ
え
る
学
習
づ
く
り

■主要施策１

学習指導方法の

工夫改善の推進

○教職員の授業

力を高め、児童生

徒に確かな学力

を育てます。

（３）学校管理訪問事業

・『山県市立学校３つの実践』を小・

中学校が一貫して重点化し、具体的

な教職員や児童生徒の姿が見られる

よう訪問の趣旨徹底を図ります。

・全教職員の授業や活動を参観し、

具体的に助言しながら、個々の教職

員の授業力・生徒指導力等の資質向

上に努めます。

・児童生徒に確かな学力を育成する

ために、教職員がゆとりをもって児

童生徒に関わる時間を確保できるよ

う、事務の効率化を進めます。

・児童生徒の安全確保や教職員の服

務規律の徹底状況について指導助言

を行います。

学校

教育課 ・各小中学校訪問 2回
年度当初に幹部訪問を位置

け、学校の経営方針について指

導する。

（経年比較±0）

・ICTを活用した校務のスリム
化

月時間外勤務 45分減）
年次有給休暇取得 1日増

・山県市立小中学校事務共同実

施協議会 H29 4回
H30 6回
H31 5回

○各学校の教育目標や特色のある教育

活動と「3つの実践」をつなぎ、個に応
じた指導、定着の見届け、よさの価値付

けなどを推進できた。

○教職員は、児童生徒や教材研究に向き

合う時間をこれまでよりも確保するこ

とができた。
A

○年度当初に幹部訪問を実施した

ことで、各校の経営方針について

指導できた。
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様式第２号 事務事業の執行状況 点検評価シート 山県市教育委員会

重
点
施
策

重点目標 平成 31年度の目標 担当課

平成 31年度の実績・成果と課題
評
価

実 績 成果(〇)と課題(●)

学
ぶ
意
味
や
喜
び
を
味
わ
え
る
学
習
づ
く
り

■主要施策１

学習指導方法の

工夫改善の推進

○教職員の授業

力を高め、児童生

徒に確かな学力

を育てます。

（４）教職員の各種人事交流による

学校活性化事業

・教職員の指導力向上のために、市

内研修校への計画的な人事派遣を推

進します。

・将来を担う中堅的立場の教職員を

広域派遣すると共に、他市からも指

導力ある教職員を受け入れて、教育

活動の活性化を図ります。

・市内の人事交流を盛んにし、学校

の活性化と教職員のキャリアアップ

を図ります。

学校

教育課

・研修校への派遣

H30:1人 H31:1人
・県教委派遣

H30:1人 H31:0人
・広域交流受け入れ

H30:3人 H31:1人
・岐阜大学教職大学院特別支

援教育コース夜間授業の

受講者 継続 1人
・他県交流派遣受け入れ

鹿児島県より

1人（3年目）

○初任者を 3人受け入れ、ベテラン教員
と若手教員のバランスを図ることがで

きた。

A

○岐阜大学教職大学院特別支援教

育コース夜間授業の受講者への一

部助成等、特別支援教育の指導者

ニーズに対応できた。
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様式第２号 事務事業の執行状況 点検評価シート 山県市教育委員会

重
点
施
策

重点目標 平成 31年度の目標 担当課

平成 31年度の実績・成果と課題
評
価

実 績 成果（〇）と課題（●)

学
ぶ
意
味
や
喜
び
を
味
わ
え
る
学
習
づ
く
り

■主要施策２

ふるさとの伝統

や地域性を活か

した特色ある教

育活動の充実

○ふるさと山県

に一体感や愛情･

誇りがもてる児

童生徒を育てま

す。

（１）学校提案型教育活動推進事業

・地域の伝統産業や地域の自然、市

の各種施設を有効に活用し、校区を

中心に市域全体から人材を活用する

等、『ふるさとに学ぶ提案型体験活

動』を一層推進します。

・校長の教育ビジョンを明確にし、

地域や学校の伝統の上に立った創意

あふれる「特色ある教育活動」を推進

します。

学校

教育課

・学校提案型教育活動を

全小中学校で実施した。

「環境、農業体験、伝統、芸能等、

多岐にわたる実践」

（経年比較±0）

・小学校 9校において「山県市
歴史民俗資料館」でふるさとの

歴史を学ぶ活動

（H30年度からの継続事業）

○学校や地域の特色を生かした実践を

積み上げることができた。

○地域の人との交流を通して、地域の文

化や伝統的な文化を学習することがで

きた。

●地域の歴史・文化、日本の伝統的な文

化を学び、継承する機会の一層の充実を

図る必要がある。

Ａ

○ふるさとの自然や歴史・文化を

学ぶ「ふるさとに学ぶ提案型体験

活動」を意図的に進めることがで

きた。

○大桑城に係るふるさと教材の作

成、配付ができた。
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様式第２号 事務事業の執行状況 点検評価シート 山県市教育委員会

重
点
施
策

重点目標 平成 31年度の目標 担当課

平成 31年度の実績・成果と課題
評
価

実 績 成果（〇）と課題(●)

学
ぶ
意
味
や
喜
び
を
味
わ
え
る
学
習
づ
く
り

■主要施策２

ふるさとの伝統

や地域性を活か

した特色ある教

育活動の充実

○ふるさと山県

に一体感や愛情･

誇りがもてる児

童生徒を育てま

す。

（２）ふるさと大好き、わくわく

体験事業

・各学校の創意を活かし、地域の自

然や施設を十分活用した魅力あふれ

る「宿泊体験プログラム」を充実しま

す。

・学校、地域、施設等の連携を強化

し、体験活動の場や機会の開拓、指導

者の確保等、地域住民と共に創る学

習活動を推進します。

学校

教育課

・小学校 9校において宿泊体験
活動をグリーンプラザみやま

コテージ村にて実施

（H30年度同様）
※主な活動：古城山登山、野

外炊事、桔梗塚見学、化石採

集、茶摘み・山菜摘み体験、

川原の生物（カワゲラ）・蛍の

観察、川下り、星空観察、円

原伏流水見学等

○学校コラボレーター事業と連携して地

域の指導者の確保ができた。

Ａ

○グリーンプラザみやまを利用し

た、山県ふるさと学習が全小学校

で実施できた。
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様式第２号 事務事業の執行状況 点検評価シート 山県市教育委員会

重
点
施
策

重点目標 平成 31年度の目標 担当課

平成 31年度の実績・成果と課題
評
価

実 績 成果（〇）と課題（●）

学
ぶ
意
味
や
喜
び
を
味
わ
え
る
学
習
づ
く
り

■主要施策２

ふるさとの伝統

や地域性を活か

した特色ある教

育活動の充実

○ふるさと山県

に一体感や愛情･

誇りがもてる児

童生徒を育てま

す。

（３）地域とともにある学校の推進

事業

・学校の様々な教育活動が効果的か

つ安全に実施できるよう地域力を活

用した学校コラボレーター事業を推

進します。

・地域とともにある学校にするため

に、地域教育協議会を発展させ、「学

校運営協議会」の設置を推進し、具体

的内容や計画、実施における成果と

課題等の状況を把握し、指導助言し

ます。

・幼保・小中の連携を一層推進する

とともに、山県高等学校との交流や

連携の在り方を実践的に推進しま

す。

・保護者や地域住民が学校運営に参

画できる制度づくりに取組みます。

学校

教育課

＜学校運営協議会回数＞

H29 合計 43回
H30 合計 57回
H31 合計 36回
＜キャリア教育活動例＞

・高中「キャリアナビ」

・美山中「働くおとな講座

（我が社自慢）」

○保護者や地域住民が一体となって学

校運営に参加してもらうことができた。

Ａ

○全学校に学校運営協議会を設置

できた。
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様式第２号 事務事業の執行状況 点検評価シート 山県市教育委員会

重
点
施
策

重点目標 平成 31年度の目標 担当課

平成 31年度の実績・成果と課題
評
価

実 績 成果（〇）と課題（●）

学
ぶ
意
味
や
喜
び
を
味
わ
え
る
学
習
づ
く
り

■主要施策２

ふるさとの伝統

や地域性を活か

した特色ある教

育活動の充実

○ふるさと山県

に一体感や愛情･

誇りがもてる児

童生徒を育てま

す。

（４）学校コラボレ－タ－事業

・学校コラボレーター事業の普及活

動、広報活動を積極的に行います。

・学校コラボレーターの登録者を広

く公募するとともに、効果的な活動

ができるよう学校コラボレーター会

員の定期的な研修会を実施します。

・学校コラボレーター会員の行う学

習支援活動等を拡大、充実し、効率的

に行えるよう地域コーディネーター

を中心として計画・調整の体制を確

立します。

学校

教育課 ・H30年度作成し配付した学校
コラボレーター名簿にあわせ、

会員の新規登録者を各校に通知

・学校コラボレーター会員に

175人登録
・活動実績

H30：536件
延べ 2,132人

H31：402件
延べ 2,095人

Ａ

○学校コラボレーター会員を組織

化できた。
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様式第２号 事務事業の執行状況 点検評価シート 山県市教育委員会

重
点
施
策

重点目標 平成 31年度の目標 担当課

平成 31年度の実績・成果と課題
評
価

実 績 成果（〇）と課題（●）

学
ぶ
意
味
や
喜
び
を
味
わ
え
る
学
習
づ
く
り

■主要施策３

学校間連携事業

の充実

○全ての学校が

参加し、体を鍛

え、豊かな心をは

ぐくみます。

（１）体力つくり･スポーツ振興事業

・陸上記録会を各小学校で実施し、

児童の体力や運動能力の向上を目指

します。

・毎年７月に山県市中学校総合体育

大会を実施し、技能向上と他校との

交流を図り、技能の向上と健全なス

ポーツ精神を養う機会とします。

学校

教育課 ・各校において新体力テスト、

体育の授業などにおいて記録を

測定

H29：473人
H30：417人
H31：408人

・7月に 7種目において、市中
学校体育大会（中体連）実施

（経年比較±0）

○陸上記録会は、各校において記録を測

定することで、児童の取組に対する価値

付けを年間通じて行うことができた。

Ａ

（２）芸術・文化教育推進事業

・テラステーション上の「国語科作

文等指導資料」を活用して、表現活動

や読書活動等の学習活動を充実する

よう各校で工夫します。

・絵画・書写等の特に優秀な作品は、

展示会を開催する等、市民に広く紹

介します。

学校

教育課 ・テラステーション（全学校共

有のサーバー）上に「国語科作文

等指導資料」をアップ

・11月 7日～12月 1日に山県
市美術館において「子どもの市

展」を開催

H29：作品数 6,024
H30：作品数 5,853
H31：作品数 5,616
来場者 H29： 941人

H30：1,055人
H31：1,045人

○テラステーション（全学校共有のサー

バー）上に様々な資料をアップすること

で、いつでも作文指導に活用できるように

できた。

○「こどもの市展」では、多くの方に鑑賞し

てもらうことができた。

Ａ
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様式第２号 事務事業の執行状況 点検評価シート 山県市教育委員会

重
点
施
策

重点目標 平成 31年度の目標 担当課

平成 31年度の実績・成果と課題
評
価

実 績 成果（〇）と課題（●)

学
ぶ
意
味
や
喜
び
を
味
わ
え
る
学
習
づ
く
り

■主要施策４

教育センター機

能の充実と改革

○各種事業推進

のためのセンタ

ー機能を強化、効

率化を図ります。

（１）力のある教師や支援員等を育

てる教職員研修推進事業

・各種組織との連携や市内教職員の

専門性や特技を活かして、教職員の

ニーズを満たす研修講座を開設し、

教職員の研修意欲や専門性の向上に

努めます。

・採用から１０年までの若手教職員

の育成を目的とした研修講座を開設

し、教職員としての技能や資質の向

上に努めます。

・別の支援が必要な児童生徒への効

果的な対応ができるよう市費雇用の

支援員等の資質・能力の向上に努め

ます。

・幼稚園や保育園と連携したスター

トカリキュラム作成を継続し、小学

校と幼稚園・保育園が連携して情報

交流を行い、就学前後の一貫した指

導の充実に努めます。

学校

教育課

・「夏期講座」

H29：10講座 188人
H30： 8講座 147人
H31： 9講座 197人

・教育センター基本研修会（初

任者研修等）

H29：29回 1,457人
H30：25回 1,352人
H31：25回 1,164人

・市費学習支援員等の研修会

（経年比較±0）

・スタートカリキュラムを活用

した時間割編成の実施。

（拡充）

○夏期講座を全教職員が受講し、教育の

今日的課題について理解を深め、向上

力を向上させることができた。

○経年数に応じた研修を行うことで、資

質の向上に努めることができた。

○各教職員の校内での役割(分掌)に応じ
た研修の実施により、即効性の高い指

導スキルに結ぶことができた。

○スタートカリキュラムを活用するこ

とで、多くの児童が学校生活を円滑に

スタートすることができた。

Ａ

○大学教授による有意義な研修会

が実施できた。
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様式第２号 事務事業の執行状況 点検評価シート 山県市教育委員会

重
点
施
策

重点目標 平成 31年度の目標 担当課

平成 31年度の実績・成果と課題
評
価

実 績 成果（〇）と課題（●）

学
ぶ
意
味
や
喜
び
を
味
わ
え
る
学
習
づ
く
り

■主要施策４

教育センター機

能の充実と改革

○各種事業推進

のためのセンタ

ー機能を強化、効

率化を図ります。

（２）教育センター機能充実事業

・児童生徒の優秀な作品の保管場所

を確保し、必要に応じて学習活動に

利用できるよう工夫します。

・センター施設や所蔵の備品、セン

ター図書の充実を図ります。

・インターネットを活用して蓄積し

た教育実践や調査・研究の情報を市

内の教職員が積極的に活用するよう

啓発します。

学校

教育課 ＜教育センター講座実績＞

H29：382回 5,100人
H30：389回 4,647人
H31：432回 4,358人
・テラステーション（共有のサ

ーバー）の整備活用

（拡充）

Ａ

（３）教育相談機能の充実事業

（適応指導教室コスモス）

・必要に応じてより効果的に生活相

談員や教育相談員が対応できるよう

配置や事業内容等を見直します。

・生活相談の実践的な指導法の研修

を日常的に実施するとともに、情報

を確実に把握して指導に活かしま

す。

・家庭に課題をもつ児童生徒につい

ては、福祉課や子ども相談センター、

警察署等と連携し、相談体制の強化

に努めます。

学校

教育課

・不登校出現率と不登校人数

〈1,000人当たり〉
H29：小 5.5 （ 7人）

中 26.1 （19人）
H30：小 5.7 （ 7人）

中 19.6 （14人）
H31：小 6.8 （ 8人）

中 36.3 （25人）

・コスモス相談件数・来室

H29：463件 ・100回
H30：248件 ・ 89回
H31：693件 ・224回

・コスモス来室人数・日数

H29：7人 ・ 75日
H30：4人 ・ 70日
H31：5人 ・195日

○月 1回の生活相談員・教育相談員研修
会を行うことで、同一歩調で指導を行う

ことができた。

○美山分室と高富分室を状況に応じて

活用し、希望があっても来所できない児

童生徒に対応できた。
Ｂ

○教育センターが教員の研修の場

として機能した。

○5人の児童・生徒が適応指導教
室コスモスに来所し、登校復帰へ

向けた支援を行うことができた。

内 2人の児童・生徒は現在のと
ころ継続的な登校ができている。
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様式第２号 事務事業の執行状況 点検評価シート 山県市教育委員会

重
点
施
策

重点目標 平成 31年度の目標 担当課

平成 31年度の実績・成果と課題
評
価

実 績 成果（〇）と課題（●)

児
童
生
徒
の
よ
さ
を
生
み
出
す
環
境
づ
く
り

■主要施策５

学校整備の推進

○だれもが安心

で、だれにも快適

な環境としての

学校を創ります。

（１）非構造部材の耐震対策事業

・「学校施設の非構造部材の耐震化

ガイドブック」に沿って、天井材の落

下防止対策及び収納棚等の転倒防止

対策を計画的に進めます。

・既存耐震対策設備等の維持管理お

よび照明器具や備品棚等の更なる対

策を行います。

学校

教育課 H29：LED照明器具取替に合わ
せ、落下防止等の改善

H30：校舎・体育館の劣化点検と
不良箇所（H30：21箇所）の修
繕

H31：計画なし

○既存設備の維持管理はできた。

○校舎及び体育館の安全確保に努める

ことで災害時への準備ができた。

Ａ

（２）学校木質化推進事業

・施設の大規模改修にあわせ、児童

生徒のふれあう場所を中心として、

木質化への取組を進めます。

また、机・椅子等の更新時には山県

市産木材の利用に努めます。

・小規模改修や修繕においても木質

化取組の検討をします。

学校

教育課 H29：伊自良北小・いわ桜小
（放課後児童クラブ教室木製

ロッカー整備）

H30：木質化整備計画無し
H31：木質化整備計画無し

・木質化整備計画の施設改修がなかっ

ため事業はできなかった。

・今後、学校施設改修事業の計画を進め

る段階で県産材や山県市産材使用につ

いて検討する。

－
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様式第２号 事務事業の執行状況 点検評価シート 山県市教育委員会

重
点
施
策

重点目標 平成 31年度の目標 担当課

平成 31年度の実績・成果と課題
評
価

実 績 成果（〇）と課題（●)

児
童
生
徒
の
よ
さ
を
生
み
出
す
環
境
づ
く
り

■主要施策５

学校整備の推進

○だれもが安心

で、だれにも快適

な環境としての

学校を創ります。

（３）学校施設の防災機能強化事業

・多目的トイレが未整備の学校体育

館トイレを計画的に改修します。ま

た、各学校に防災備蓄倉庫や自家発

電設備等を計画的に整備していきま

す。

・既存設備の維持管理をします。

学校

教育課 ・H29年度までに多目的トイレ
の整備完了

・H31：既に整備した多目的ト
イレの維持管理を行った。

○既存設備の整備と維持管理ができた。

Ａ

○全学校で多目的トイレの整備が

完了した。
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様式第２号 事務事業の執行状況 点検評価シート 山県市教育委員会

重
点
施
策

重点目標 平成 31年度の目標 担当課

平成 31年度の実績・成果と課題
評
価

実 績 成果（〇）と課題（●)

児
童
生
徒
の
よ
さ
を
生
み
出
す
環
境
づ
く
り

■主要施策６

学校適正規模化

の推進

○地域の実情や

動向をみつめ学

校の適正規模化

を推進します。

（１）方針に基づいた統合推進事業

・「山県市立小学校及び中学校適正

規模推進基本方針及び推進計画」に

基づき、複式学級が想定される小規

模小学校は、学校統合の準備期間等

を考慮し、就学前の早い段階で見定

めを行い、保護者や地域住民の意見

を聞きながら、学校統合についての

検討を進めます。

・過小規模小学校については、小規

模の特性を活かした特色ある教育活

動を支援しながら、県費及び市費に

よる非常勤講師を配置し、複式学級

の状態を極力解消しつつ、学校統合

の必要性を判断していきます。

◎適正規模の見定めと、将来を見据

えて、適正規模の取組について見直

しをします。

学校

教育課 ・令和 7年度までの児童生徒数
の推移予測に基づき、今後も過

小規模の学校が複数想定される

ことを見定め、適正規模の取組

について、将来を見据えて計画

的に進めていくことを確認して

見直しを行い、市ホームページ

等で市民に周知したほか、令和

2年度に新たな方針や計画の策
定の検討を行うこととした。

・複式学級（小）の推移

H27：5学級
H28：5学級
H29：6学級
H30：6学級
H31：6学級

○適正規模推進基本方針及び推進計画

が作成された当時との状況の変化を考

慮した現況に応じた取組の見直しはで

きた。

Ａ

○複式学級の増加する現況をう

け、小規模校の魅力化検討に方向

性を持つことができた。
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様式第２号 事務事業の執行状況 点検評価シート 山県市教育委員会

重
点
施
策

重点目標 平成 31年度の目標 担当課

平成 31年度の実績・成果と課題
評
価

実 績 成果（〇）と課題（●）

児
童
生
徒
の
よ
さ
を
生
み
出
す
環
境
づ
く
り

■主要施策７

快適な学習環境

整備の推進

○全ての人に優

しく、居心地のよ

い学習環境を整

備します。

（１）冷暖房設備整備事業

・特別教室等へのエアコン設置につ

いて検討を進めます。

・既存設備の維持管理及び計画的な

入替更新を行います。

学校

教育課 ・H30：伊自良中学校の特別教
室等の空調設備改修工事、その

他学校の空調設備の一部取替工

事

・H31：学校の一部空調設備の
一部取替工事、修繕により適切

な維持管理を行った。

・中学校体育館の空調設備整備

を検討し、基本調査を行った。

・特別教室等へのエアコン設置

については、その必要度を引き

続き検討していくこととした。

○既存の空調設備の改修、修繕及び取替

を行い、学習環境を整備することができ

た。

●中学校体育館、特別教室のエアコン設

置箇所の検討、整備及び省エネ等への取

組を推進する必要がある。

Ａ

（２）トイレ美化推進事業

・和式から洋式への移行と乾式化に

ついて検討を進めます。

・既存設備の維持管理を行います。

学校

教育課 ・H30：洋式及び多目的の箇所
数増について引き続き検討する

こととした。

・H31：伊自良北小・いわ桜小の
1階トイレ改修のため、実施設
計を行った。

・小中学校ごとにトイレ清掃美

化活動を行った。

・既存設備の修繕又は取替実施

○既存設備の修繕又は取替を行うなど、

環境を整備することができた。

●伊自良北小・いわ桜小の 1階トイレ改
修工事の実施。

Ａ
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様式第２号 事務事業の執行状況 点検評価シート 山県市教育委員会

重
点
施
策

重点目標 平成 31年度の目標 担当課

平成 31年度の実績・成果と課題
評
価

実 績 成果（〇）と課題（●）

児
童
生
徒
の
よ
さ
を
生
み
出
す
環
境
づ
く
り

■主要施策７

快適な学習環境

整備の推進

○全ての人に優

しく、居心地のよ

い学習環境を整

備します。

(３）バリアフリー化推進事業

・学校施設内の段差を極力解消する

とともに、手すり及びスロープを設

置するなど、環境改善の検討と整備

を進めます。

学校

教育課 ・前年度までの改修工事により

全小中学校の体育館トイレの段

差が解消され、今後は他の箇所

での手すり及びスロープ設置の

必要性に重点に置いて引き続き

検討することとした。

・既存の手すり修繕など、設備

の適切な維持管理を行った。

○既存設備の整備と維持管理ができた。

Ａ
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様式第２号 事務事業の執行状況 点検評価シート 山県市教育委員会

重
点
施
策

重点目標 平成 31年度の目標 担当課

平成 31年度の実績・成果と課題
評
価

実 績 成果（〇）と課題（●）

児
童
生
徒
の
よ
さ
を
生
み
出
す
環
境
づ
く
り

■主要施策８

読書活動の充実

と情報教育の推

進

○全ての児童生

徒が読書に親し

み、快適に情報機

器を活用できる

ようにします。

（１）「学習・情報センター機能をも

つ図書館経営」推進事業

・読書活動の充実のため、今後も、

全小・中学校に読書指導員を配置し、

実践的な研修会を開催します。

・学校図書館内の修繕や設備の充実

に努め、ＰＴＡやボランティアを有

効に活用して、学習・情報センター

機能をもつ学校図書館を創造しま

す。

・図書のバーコード化を推進すると

ともに各学校や市図書館、市教育セ

ンターとのネットワークづくりに努

めます。

・児童生徒が一人で過ごしたり、年

齢の異なる様々な人々との関わりを

もったりすることができる「心の居

場所」となる場とします。

◎全小中学校、教育センターで図書

バーコード管理サービスへの蔵書登

録を進め、ネットワーク化を完了し

ます。

学校

教育課

・全学校に読書指導員配置

・研修会の開催

H29年度 2回
H30年度 2回
H31年度 2回
・図書館ボランティアによる、飾

り付けや掲示等の環境整備の実

施

・図書バーコード管理サービス

導入、推進

H28年度 5校
H29年度 12校＋教セ
H30年度 継続推進

H31年度 継続推進

・桜尾小で図書室の地域住民へ

の開放を推進

H30 利用登録者 40人
H31 利用登録者 60人
・蔵書登録数（12校＋教セ合
計）

H29年度 約 2.5万冊
H30年度 約 9万冊
H31年度 約 9.7万冊

〇図書館運営の交流を行うことで、読書

指導員の図書紹介等の技能を高めるこ

とができた。

●市図書館と連携強化を具体化する必

要がある。

○地域住民の来訪や、読書サロンの実施

により、児童や学校職員と地域住民の関

わりの場が創出できた。

Ａ

○小中学校、教育センターの蔵書

約 9.7万冊の情報が図書バーコー
ド管理サービスに登録完了とな

り、ネットワーク検索ができるよ

うになった。
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様式第２号 事務事業の執行状況 点検評価シート 山県市教育委員会

重
点
施
策

重点目標 平成 31年度の目標 担当課

平成 31年度の実績・成果と課題
評
価

実 績 成果（〇）と課題（●）

児
童
生
徒
の
よ
さ
を
生
み
出
す
環
境
づ
く
り

■主要施策８

読書活動の充実

と情報教育の推

進

○全ての児童生

徒が読書に親し

み、快適に情報機

器を活用できる

ようにします。

（２）学習用ＩＣＴ整備・活用事業

・思考力・判断力・表現力等を育成

するために、最新の視聴覚教材や教

育機器を段階的、計画的に整備しま

す。

・学習課題への興味関心を高めた

り、学習内容を分かりやすくしたり

するために、授業でのＩＣＴ活用を

推進します。

・インターネットや携帯電話、スマ

ートフォン等の普及にともなって起

こる「ネット上のいじめ」問題に対

応するために児童生徒及び教職員に

対する情報モラル教育の徹底を図り

ます。

◎教育ＩＣＴ設備を更新、拡充整備

し、普通教室等で日常的にＩＣＴ機

器を活用した授業を実施できる環境

を整備します。

◎ＩＣＴ教育推進校を中心にＩＣＴ

を活用した学習の実践交流を実施

し、活用事例の展開を図ります。

学校

教育課

・教育 ICT機器の計画更新、拡
充整備を実施

H29年度 推進校で試用
H30年度 小 6校
H31年度 小 6校
・情報教育研究権推進委員会開

催

H30年度 3回
H31年度 2回
・ICT活用研修の開催

H30年度 2回
H31年度 4回
・情報モラル研修（児童生徒、教

員、保護者向け）の実施

H29年度 2回
H30年度 2回
H30年度 3回
・可搬型機器の導入

H30年度 小 6校
H31年度 小 6校
・電子黒板、デジタル教科書

の拡充整備

H30年度 推進校 小 1校
H31年度 小 8校
・実践交流の実施

H30年度 1回
H31年度 1回

○警察や専門機関とも連携し、最新の問

題についての研修を実施することがで

きた。

○各校の情報教育担当教員間で実践交

流を実施し、展開を図ることが出来た。

Ａ

○最新の機器を整備し、小学校 9
校の普通教室でタブレット PC等
の ICT機器を活用できる環境を整
備できた。
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様式第２号 事務事業の執行状況 点検評価シート 山県市教育委員会

重
点
施
策

重点目標 平成 31年度の目標 担当課

平成 31年度の実績・成果と課題
評
価

実 績 成果（〇）と課題（●）

信
頼
に
満
ち
た
安
心･

安
全
な
学
校
づ
く
り

■主要施策９

学校保健の充実

と食育の推進

○健康な心身を

育む学校保健･食

育の充実に努め

ます。

（１）学校保健「心と体の健康」（歯

と口腔の健康づくり）推進事業

・学校と歯科医師会との連携を密に

して、専門的立場からの助言を教育

活動に活かします。

・各学校の実情に応じて年間計画を

策定し、『心と体の健康』（歯と口腔の

健康づくり）を目指した保健教育の

充実に努めます。

・これまでの成果をふまえ、フッ化

物洗口の実践と歯肉炎予防における

歯科保健教育（ブラッシング指導等）

を継続します。

・山県市学校保健研究大会の開催

学校

教育課

・各学校及び山県市学校保健会

が、医師会、歯科医師会、薬剤師

会と連携を図り、次の事業を実

施。

「各種健康診断」

「歯と口腔の健康づくり優良児

童審査会」

「学校環境衛生活動調査」

「岐阜県学校保健研究大会の開

催」

・フッ化物洗口

H29 小：99.5％
中：99.7％

H30 小：99.4％
中：99.9％

H31 小：99.4％
中：99.9％

・一人平均むし歯本数

（DMFT指数）
H29 0.06本
H30 0.12本
H31 0.06本

○学校と学校医が連携を図り、児童生徒

の健康づくりができた。

○山県市学校保健研究大会は約 100人
が参加し、充実した大会となった

Ａ

○各学校がフッ化物洗口を継続し

て実践していることから、県内で

12歳児 1人当たりのむし歯は、全
国トップクラスの少なさとなって

いる。
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様式第２号 事務事業の執行状況 点検評価シート 山県市教育委員会

重
点
施
策

重点目標 平成 31年度の目標 担当課

平成 31年度の実績・成果と課題
評
価

実 績 成果（〇）と課題（●）

信
頼
に
満
ち
た
安
心･

安
全
な
学
校
づ
く
り

■主要施策９

学校保健の充実

と食育の推進

○健康な心身を

育む学校保健･食

育の充実に努め

ます。

（２）地産地消と食育推進事業

・全小・中学校で「いい歯の日」、「食

育の日」を設定し、『山県ふるさと食

材』を活かす献立を工夫し、その他の

食材も地産地消を一層推進します。

・食育や地場産業の育成等の観点か

ら、市の関係部局と問題を共有しな

がら食材の安定的な供給を目指しま

す。

・児童生徒の朝食欠食や孤食等の食

生活の改善に向けた食育の充実と家

庭への啓発を進めます。

学校

教育課 ・食品数の割合における地場

産物使用割合

小中学校 30.5％
・使用量における地場産物使

用割合

小中学校 12.6％
・各小中学校で、学校保健委

員会や給食試食会等で、食育講

話を実施

○山県市総合計画における学校給食の

地場産物使用割合の数値目標を達成

数値目標 平成 31年度：30.0％

○中学生学校給食選手権に市内全中学

校が参加し、市特産品や地場産物を取り

入れた献立を考えることで、郷土につい

て学びながら、食育の推進ができた。

○いい歯の日・食育の日にちなんだ献立

を工夫し、食育推進に努めた。

Ａ
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様式第２号 事務事業の執行状況 点検評価シート 山県市教育委員会

重
点
施
策

重点目標 平成 31年度の目標 担当課

平成 31年度の実績・成果と課題
評
価

実 績 成果（〇）と課題（●）

信
頼
に
満
ち
た
安
心･

安
全
な
学
校
づ
く
り

■主要施策９

学校保健の充実

と食育の推進

○健康な心身を

育む学校保健･食

育の充実に努め

ます。

（３）調理場整備推進事業

・安全性と効率性を大切にして、調

理場の整備を推進します。

・ウエットシステムの調理場につい

ては、ドライ運用を徹底し、安全管理

に努めます。

・既存設備の維持管理および点検に

よる不適箇所の早期改善に努めま

す。

学校

教育課 ・ウエットシステムの調理場で

はドライ運用を徹底した。

・調理場機器の一部を更新し

た。（8校）

○ドライシステム運用の必要性を理解

し、安全管理に対する意識が高まった。

○調理備品の一部更新により、衛生面と

安全面の確保等が図られた。

●既存の調理備品を順次更新していく

必要がある。また、調理場の衛生面等維

持のため、順次床の修理を行っていく必

要がある。

Ａ
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様式第２号 事務事業の執行状況 点検評価シート 山県市教育委員会

重
点
施
策

重点目標 平成 31年度の目標 担当課

平成 31年度の実績・成果と課題
評
価

実 績 成果（〇）と課題（●）

信
頼
に
満
ち
た
安
心･

安
全
な
学
校
づ
く
り

■主要施策１０

学校サポート体

制の充実

○全ての児童生

徒が等しく安全

に学べる教育環

境を創ります。

（１）学校支援員等配置事業

・各学校の要支援児童生徒の実情に

応じて、全学校に各１名以上かつ児

童生徒１００人に１名の学習支援員

または教育サポーターの配置を目指

し、全ての児童生徒の学業や生活を

支援します。

・学習支援員等の研修会を企画し、

情報交流や指導法の交流を行い、支

援技能を高めます。

学校

教育課 ・英語活動支援員 6人
（継続）

・H28：支援員 22人（2,091
人中）

100人に 1.05人
・H30：支援員 26人（1,873
人中）

100人に 1.39人
・H31：支援員 26人（1,872
人中）

100人に 1.39人

○主任学習支援員による支援の仕方等

の研修会や学校訪問指導を行い、学習支

援員の指導力を高めることができた。

Ａ

○英語活動支援員を小学校に継続

して配置し、外国語活動の支援が

実施できた。
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様式第２号 事務事業の執行状況 点検評価シート 山県市教育委員会

重
点
施
策

重点目標 平成 31年度の目標 担当課

平成 31年度の実績・成果と課題
評
価

実 績 成果（〇）と課題（●）

信
頼
に
満
ち
た
安
心･

安
全
な
学
校
づ
く
り

■主要施策１０

学校サポート体

制の充実

○全ての児童生

徒が等しく安全

に学べる教育環

境を創ります。

（２）教育・生活相談員配置事業

・不登校児童生徒数の出現率の減少

を目指し、教育相談員を配置し、各学

校との連携体制を整備します。

・児童生徒の実態に応じた学校、家

庭、関係機関等の連携と相談活動が

有効に働くようにするため、生活相

談員の職務内容等について見直しま

す。

・教育・生活相談員の実践等を通し

て、学校の教職員の教育・生活相談に

かかわる資質・能力の向上を図りま

す。

学校

教育課 ・不登校出現率と不登校人数

〈1,000人当たり〉
H30：小 5.7 （ 7人）

中 19.6 （14人）
H31：小 6.8 （ 8人）

中 36.3 （25人）

・教育相談員 3人
「高富中 2人、美山中に 1人配
置」

（経年比較±0）

・生活相談員 4人
（経年比較±0）

○学校との情報交流を密にし、学校、保

護者、諸関係機関と指導方法を共通理解

して、不登校の早期解決・減少を図るこ

とができた。

○毎月の研修会で、市内の児童生徒の状

況と今後の方向を話し合い、積極的な相

談体制を進めることができた。

●不登校児童生徒数のさらなる減少の

ために、教職員を対象とした学校環境適

応尺度（アセス）等研修を開催し、教職

員及び相談員の資質向上を図る必要が

ある。
Ｂ

○高富中央公民館に適応指導教室

の分室を設置し、不登校児童生徒

のニーズに対応した。
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様式第２号 事務事業の執行状況 点検評価シート 山県市教育委員会

重
点
施
策

重点目標 平成 31年度の目標 担当課

平成 31年度の実績・成果と課題
評
価

実 績 成果（〇）と課題（●）

信
頼
に
満
ち
た
安
心･

安
全
な
学
校
づ
く
り

■主要施策１１

緊急事態への態

勢強化を推進

○安心･安全な学

校を目指し、危機

管理･安全教育を

充実します。

（１）あんしんネットによる登下校

等安全対策事業

・児童生徒の安全な登下校のため

に、学校関係者への登録を積極的に

進めます。

・児童生徒の安全確保のために、教

育委員会から一斉に「不審者情報」や

「災害情報」を各小・中学校及び保護

者、地域ボランティアの携帯電話・パ

ソコンに配信します。

・各小・中学校から「配信元の学校単

位」機能を使って、学校行事や緊急の

連絡等、教職員や保護者に必要な情

報を配信できるよう啓発します。

学校

教育課

・携帯電話メールを利用した

あんしんネットに全保護者の

99％が登録し、不審者情報や、
学校の行事連絡等に積極的に利

用

・使用頻度

H27：529件
H28：555件
H29：651件
H30：802件
H31：756件

○市内の不審情報や警報発令時の対応

状況等を素早く周知できた。

○様々な情報発信等、あんしんネットの

積極的な活用ができた。

Ａ
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様式第２号 事務事業の執行状況 点検評価シート 山県市教育委員会

重
点
施
策

重点目標 平成 31年度の目標 担当課
平成 31年度の実績・成果と課題 評

価
実 績 成果（〇）と課題（●）

信
頼
に
満
ち
た
安
心･

安
全
な
学
校
づ
く
り

■主要施策１１

緊急事態への態

勢強化を推進

○安心･安全な学

校を目指し、危機

管理･安全教育を

充実します。

（２）生徒指導連携強化事業

・生徒指導連携強化委員会を年９回

開催し、９小学校と３中学校と高等

学校の生徒の様子について交流し、

課題を明確にして生徒指導の方向性

を検討します。

・生徒指導連携強化委員会研修会

（関係施設見学・講演等）を年１回開

催し、生徒指導についての最新の知

識や指導法を学びます。

・小中高研究部会を年３回開催し、

９小学校と３中学校と高等学校の児

童生徒の様子について交流し、課題

を明確にして生徒指導の方向性を検

討します。

学校

教育課 ・問題行動出現率と実際の件数

〈1,000人当たり〉
H29：18.9
（小：16件、中：22件）

H30：16.4
（小：4件、中：28件）

H31：35.6
（小：7件、中：60件）

・生徒指導連携強化委員会を開

催し、各学校、各機関と連携（経

年比較±0）

・小中高、1回ずつ授業参観を行
い、その後、生徒指導交流を開催

（経年比較±0）

○各学校の情報交流をすることで、市内

の生徒指導について共通理解すること

ができた。

○青少年育成推進員など地域の方々と

情報交流を図る場を位置付けることが

できた。

○保・小・中・高校の授業参観を行うこ

とで、異校種の実態について知ることが

で

きた。

Ａ
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様式第２号 事務事業の執行状況 点検評価シート 山県市教育委員会

重
点
施
策

重点目標 平成 31年度の目標 担当課
平成 31年度の実績・成果と課題 評

価
実 績 成果（〇）と課題（●）

信
頼
に
満
ち
た
安
心･

安
全
な
学
校
づ
く
り

■主要施策１１

緊急事態への態

勢強化を推進

○安心･安全な学

校を目指し、危機

管理･安全教育を

充実します。

（３）いじめ防止対策推進事業

・各学校のいじめの実情に応じて、

具体的な取組や対応、評価について

検討し、いじめ基本方針の見直しや

改善をします。

・校内のいじめ未然防止対策委員会

の体制の整備や保護者や関係機関の

連携を強化します。

・具体的ないじめ事案について全教

職員が研修し、積極的な生徒指導力

を培うとともに共通理解・共通行動

を図ります。

学校

教育課 ・いじめ出現率

〈1,000人当たり〉
H28：小 15.9 中 25.6
H29：小 8.6 中 24.7
H30：小 10.5 中 18.2
H31：小 30.2 中 24.7

・各校「いじめ基本方針」改訂

・いじめ未然防止対策委員会を

定期的に行うことによる実態把

握

・スクールカウンセラー等を活

用した研修を各校で実施

〈スクールカウンセラー活用実

績 延べ 4人 90日勤務〉
H29：小 159件、中 193件
H30：小 178件、中 185件
H31：小 178件、中 185件
・「あったかい言葉がけ運動」へ

の参加

○いじめ未然防止対策委員会が、職員の

共通理解・共通行動を進めるための中核

として機能している。

○各学校のいじめ防止基本方針を改定。

○「いじめ見逃しゼロ」を合言葉にし、

小さなトラブルも見逃さない姿勢と解

消に向けてチームで対応する学校体制

が定着してきている。

●特にインターネットや携帯電話など

による誹謗中傷等の事案（中学校は半

数）が増加している。未然防止に向けた

情報モラル教育等の充実を図る必要が

ある。

Ａ

○学校内に外部人材を入れて、い

じめ防止検討委員会を組織した。
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様式第２号 事務事業の執行状況 点検評価シート 山県市教育委員会

重
点
施
策

重点目標 平成 31年度の目標 担当課
平成 31年度の実績・成果と課題 評

価
実 績 成果（〇）と課題（●）

「
学
び
」
と
「
活
用
」
の
サ
イ
ク
ル
の
確
立

■主要施策１２

乳幼児期からの

家庭教育の推進

○家族ぐるみの

楽しい家庭教育

の在り方を啓発

します。

（１）家族ぐるみの子育て実践事業

・市内の幼・保育園、小・中学校にお

いて家庭教育学級を開設し、参加者

を積極的に募ります。

・家庭教育学級を保護者の学習の

場、保護者同士の交流の場として位

置づけ年間計画を立て計画的に開催

します。

・子育てに関する学習の機会を提供

するため、説明会や講演会を開催し

ます。

・子育て支援課主管の子育てネット

ワーク協議会と情報交換等を行い、

・子育てネットワークを基盤にした

「家庭教育支援チーム」の立ち上げ

に取り組み、家庭教育に関する支援

体制を整える。

生涯

学習課 ・家庭教育学級開催

保育園（7園）：平均 3回
（前年度：同 3.1回）
小中学校（12校）：平均 7.2回
（前年度：同 7.0回）
・県主催リーダー研修会

年 1回（前年度：同数）
・市主催新旧合同説明会

年 1回（前年度：同数）

・協議会の開催

役員会 年 2回
（前年度：同数）

実務者会議 年 4回
（前年度同数）

○各園、各校の行事に合わせ、参加者の

増加が図れた。

●父親や祖父母も参加できる講座や「サ

ロン型」を取り入れて、保護者同士の交

流を増やす。

○事例検討、情報交換を行い課題と対応

策の共有を図った。

●子育て支援ネットワークを基盤とし

た「家庭教育支援チーム」を立ち上げ、

家庭教育に関する支援体制が整えられ

るよう進めていく。

Ａ

○「在宅取り組み型」の講座を企画

し、自宅にいながら取り組める環

境を作り、参加率を高めた。
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様式第２号 事務事業の執行状況 点検評価シート 山県市教育委員会

重
点
施
策

重点目標 平成 31年度の目標 担当課
平成 31年度の実績・成果と課題 評

価
実 績 成果（〇）と課題（●）

「
学
び
」
と
「
活
用
」
の
サ
イ
ク
ル
の
確
立

■主要施策１２

乳幼児期からの

家庭教育の推進

○家族ぐるみの

楽しい家庭教育

の在り方を啓発

します。

（２）放課後子ども総合プラン推進

事業

・やまがた子ども文化クラブによる

土曜日の教育活動推進事業や放課後

子ども教室を継続します。

・子育て支援課と教育委員会が連携

し、放課後子ども総合プラン事業の

推進を図ります。

・放課後子ども教室や地域未来塾の

在り方を検討し実施につなげるた

め、家庭・学校・地域との連携を図り

ます

生涯

学習課

文化クラブによる教室

・土曜教室

8教室 38講座
延べ参加人数 2,413人
（前年度：8教室 43講座
延べ参加人数 3,173人）
・放課後のボランティア

高富小 3回、富岡小 2回
延べ参加人数計 292人
（前年度：同各校各 3回
延べ参加人数計 341人）

・放課後子ども教室「スタディ

ハビット」

小学校 9校 11教室
(年平均 25.2回)3年生のみ
希望参加登録 115人
(前年度：年平均 28.5回
参加登録 114人)
・放課後子ども教室交流会

年 4回
・運営協議会 年 1回

●学校や子ども文化クラブ、放課後児童

クラブなどの調整及び連携、指導者・コ

ーディネーター、まなびサポーター等の

人材確保と実施体制の充実を図る必要

がある。

●学校教育課、子育て支援課、放課後児

童クラブとの調整及び連携を図りなが

ら実施する必要がある。

Ａ

○山県市ならではの放課後子ども

総合プランの推進ができた。
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様式第２号 事務事業の執行状況 点検評価シート 山県市教育委員会

重
点
施
策

重点目標 平成 31年度の目標 担当課
平成 31年度の実績・成果と課題 評

価
実 績 成果（〇）と課題（●）

「
学
び
」
と
「
活
用
」
の
サ
イ
ク
ル
の
確
立

■主要施策１２

乳幼児期からの

家庭教育の推進

○家族ぐるみの

楽しい家庭教育

の在り方を啓発

します。

生涯

学習課 ・地域未来塾「ファイトベーシ

ック」【新規】

2会場(年平均 20回)
市内在住、在学中 1～3年生及び
高校 1年生
希望参加登録 36人
（中学生 32人、高校生 4人）
・地域未来塾交流会 年 4回
・運営協議会 年 1回

●学校教育課、市内中学校、高校との調

整及び連携を図りながら実施する必要

がある。

Ａ

○山県市ならではの地域学校協働

活動の推進ができた。
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様式第２号 事務事業の執行状況 点検評価シート 山県市教育委員会

重
点
施
策

重点目標 平成 31年度の目標 担当課
平成 31年度の実績・成果と課題 評

価
実 績 成果（〇）と課題（●）

「
学
び
」
と
「
活
用
」
の
サ
イ
ク
ル
の
確
立

■主要施策１３

青少年健全育成

の推進

○地域と家庭･学

校が一体となっ

て青少年を育て

る体制を整備し

ます。

（１）青少年健全育成事業

・地域住民、学校、関係機関・団体と

の連携強化による青少年の健全育成

運動を積極的に推進します。

・心豊かな明るい家庭づくりを推進

します。

・青少年の健全な団体活動、社会参

加活動を促進します。

・青少年の健全な社会環境づくりと

いじめや非行の防止に努めます。

生涯

学習課 ・市青少年育成市民会議事業

総会及び少年の主張大会（合同

開催）160人（前年各 130人）
推進大会 150人（同 161人）

・街頭啓発 市内 3店舗にてチ
ラシ等 400部配布
・家庭の日の啓発活動

・各校区青少年健全育成活動費

補助

・青少年の地域活動やボランテ

ィア活動への参加の促進

・電柱に「いじめ防止」を訴える

標語看板の設置

9企業 18箇所

○青少年の現状と課題について、PTA連

合会等青少年育成関係団体との情報共

有に努め、事業の充実を図った。

○各校区にて青少年と地域の大人が交

流する機会を設け、相互理解を深めるこ

とができた。

●校区単位での事業の充実度に地域格

差がある。

Ａ

○別々で開催していた総会及び少

年の主張大会を合同で開催し、よ

り効果的・効率的な事業を実施で

きた。
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様式第２号 事務事業の執行状況 点検評価シート 山県市教育委員会

重
点
施
策

重点目標 平成 31年度の目標 担当課
平成 31年度の実績・成果と課題 評

価
実 績 成果（〇）と課題（●）

「
学
び
」
と
「
活
用
」
の
サ
イ
ク
ル
の
確
立

■主要施策１３

青少年健全育成

の推進

○地域と家庭･学

校が一体となっ

て青少年を育て

る体制を整備し

ます。

（２）成人式開催事業

・実施年度に２０歳となる新成人を

祝うため、市の式典及び実行委員会

による記念交流会を行います。

・広報やまがた等を活用して、実行

委員会委員の募集を行います。

・厳粛なうちにも新成人が親近感を

もつよう、今後も実行委員による記

念交流会を企画します。

・令和 4年 4月 1日から成人年齢が
18歳に引き下げられることから、今
後どのように成人式を開催していく

のかを検討します。

生涯

学習課 ・令和 2年 1月 12日実施
対象者 299人（前年 319人）
出席者 216人（前年 230人）
出席率 72.2％（前年 72.1%）
（外国人を含む市内在籍分）

・7月号広報およびホームペー
ジに実行委員募集の記事を掲載

した。

・新成人に贈る記念品を、実行

委員が選定した。また、実行委員

の司会進行による記念交流会を

開催した。

・7月号広報およびホームペー
ジに、今後の成人式についての

記事を掲載した。

○成人したという自覚と、責任ある行動

を取ることへの意識を高めることがで

きた。また、記念交流会は旧友との親交

を深めるよい場となった。

○広報・ホームページに掲載して、実行

委員募集を周知した。

●応募が少ないため、実行委員の確保が

困難である。

●「成人式」の名称変更については、今

後検討していく。
Ａ

○成人式は引き続き 20歳で行う
ことを決定し、広報に掲載して周

知した。

○実行委員が企画や運営、記念品

の選定に携わることにより、より

親しみのある成人式を開催するこ

とができた。
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様式第２号 事務事業の執行状況 点検評価シート 山県市教育委員会

重
点
施
策

重点目標 平成 31年度の目標 担当課
平成 31年度の実績・成果と課題 評

価
実 績 成果（〇）と課題（●）

「
学
び
」
と
「
活
用
」
の
サ
イ
ク
ル
の
確
立

■主要施策１４

新たな生涯学習

人口の増加と地

域づくりの推進

○だれもが自主

的に学ぶ生涯学

習のまちづくり

のための環境を

整備します。

（１）生涯学習関係団体育成･支援事

業

・各団体が自主的に運営や活動がで

きるよう指導・助言体制を整備しま

す。

・各団体・各会員の学習意欲を満た

すことができる適切な指導者を紹介

できるよう支援体制を強化します。

・該当団体と行政や他団体がスムー

ズに連携できるよう助言します。

生涯

学習課 【会議等回数】

・子ども会育成協議会役員会

H31-年 4回、H30-年 5回
・PTA代議員会 年 7回

【研修内容】

・防災教育

いざというとき、地域・PTA
の役割について学ぶ

【研修会等参加者数】

・インリーダー及び育成指導者研

修会

H31-87人、H30-90人
・ＰＴＡ・青少年育成合同大会

H31-150人（PTA82人、青少
年 68人）

H30-161人（PTA85人、青少
年 76人）

【上部組織等との連携】

・団体ごとに県地区等上部組織

の会議と研修会に参加 毎年 1
～4回

○円滑な事業運営・活動実施により、会

の発展と会員相互の理解等が図れた。

◯研修会実施によりインリーダーや育成

指導者の交流と資質向上を図れた。

●参加者の漸減と固定化の傾向に対し、

参加を促す工夫が必要である。

●会の積極的なPRと、見直しも含めた
事業内容の検討、手法の工夫が必要であ

る。

○時代や社会情勢を反映した研修内容

を実施することができた。

○PTA研修会への青少年育成関係者の
参加により、両会員の連携と相互理解、

会の充実が図れた。

○各団体の年間行事計画等の情報を収

集・一括し、情報共有が図れた。

●より多く会員の参加を促す工夫が必

要である。

○上部組織や他市町村会員等との連携

交流を図り、研鑽に努めることができ

た。

Ａ
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様式第２号 事務事業の執行状況 点検評価シート 山県市教育委員会

重
点
施
策

重点目標 平成 31年度の目標 担当課
平成 31年度の実績・成果と課題 評

価
実 績 成果（〇）と課題（●）

「
学
び
」
と
「
活
用
」
の
サ
イ
ク
ル
の
確
立

■主要施策１４

新たな生涯学習

人口の増加と地

域づくりの推進

○だれもが自主

的に学ぶ生涯学

習のまちづくり

のための環境を

整備します。

（２）公民館活性化事業

・文化創造・地域づくりのために、市

民の要望を踏まえた公民館講座の開

設を図ります。

・サークル活動が充実できるよう登

録団体は施設利用料を無料にするな

ど支援を継続します。

・公民館長・主事のスキルアップを

めざす館長・主事会を開催すると共

に広域で開催される研修会に参加し

ます。

・地区公民館トイレの洋式化改修工

事を継続し実施します。

生涯

学習課 ・公民館講座

H31年度 21講座開設
H30年度 38講座開設

・公民館の登録サークルの施設

利用料免除

登録サークル数

H31年度 204団体
H30年度 185団体
・公民館長・主事会議

H31年度 5回開催
H30年度 5回開催
・研修会参加

H31年度 5回、34人参加
H30年度 4回、35人参加

・地区公民館トイレの洋式化等

改修工事

H31年度は、富岡公民館トイ
レ改修工事の実施

H30年度は、桜尾・谷合公民
館のトイレ洋式化改修工事の実

施

◯講座活動で自己研鑽と仲間作りがで

きた。

●講座の申込者が同じような人に偏る

傾向にある。

○トイレの改修(男女分離)により、利用
者の利便性が図られた。

●トイレの洋式化が、予算付け等の遅れ

により、年次計画に基づいて実施できて

いない。

Ｂ

○22団体の団体が、講座からサー
クルに移行した。
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様式第２号 事務事業の執行状況 点検評価シート 山県市教育委員会

重
点
施
策

重点目標 平成 31年度の目標 担当課
平成 31年度の実績・成果と課題 評

価
実 績 成果（〇）と課題（●）

「
学
び
」
と
「
活
用
」
の
サ
イ
ク
ル
の
確
立

■主要施策１５

生涯スポーツの

推進

○だれもが気軽

にスポーツを楽

しむことができ

る環境を整備し

ます。

（１）健康スポ－ツ推進事業

・市民の一層の健康増進を図る為

と、少年スポーツの推進の為、社会体

育施設及び学校開放施設を無料で使

用してもらい、健康寿命の増進・体育

施設の有効利用を図ります。

・近年の高齢化社会に対応した健康

づくりの面からも、レクリエーショ

ン的な運動プログラムの実践を図り

ます。体育協会や体育振興会との連

携を強化します。

・スポーツ吹矢の PR強化のため、
各地区体育振興会等への出前講座事

業を展開します。

生涯

学習課 ・市内の登録団体に社会体育施

設・学校開放施設利用料の無料

化を引き続き実施。

・ラジオ体操・みんなの体操会

を各地区体育振興会と協働し、

市内 9会場で開催した。参加者
1,340人

(H30:1,540人)
・スポーツ吹矢教室（5月～10
月：全 6回）を実施した。

○夏期に実施するラジオ体操会の定着

化を更に図ることができた。

○スポーツ吹矢のPRとして、市民から
参加者を募集、全 6回の教室を開講し、
普及推進することができた。

Ａ

（２）全国大会等出場応援事業

・全国大会等出場応援金事業につい

て、幅広く市民の方に周知徹底を図

るとともに、出場選手についても、広

報等に掲載していきます。

生涯

学習課 【発行枚数】 1,585枚
(H30:2,400枚)

【申請者数】 42組
（H30:54組）

内訳：スポーツ系 39組
※取消し 1組
（H30:50組）

文化系 3組
（H30:4組）

（個人・団体含む）

○スポーツ大会、文化系大会、両出場者

の活躍に貢献できた。

●HPや広報等を活用し、周知徹底を図
る必要がある。

Ａ

○学校開放施設及び一部社会体育

施の無料化を引き続き実施するこ

とにより、運動への関心と交流が

図られた。
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様式第２号 事務事業の執行状況 点検評価シート 山県市教育委員会

重
点
施
策

重点目標 平成 31年度の目標 担当課
平成 31年度の実績・成果と課題 評

価
実 績 成果（〇）と課題（●）

「
学
び
」
と
「
活
用
」
の
サ
イ
ク
ル
の
確
立

■主要施策１５

生涯スポーツの

推進

○だれもが気軽

にスポーツを楽

しむことができ

る環境を整備し

ます。

（３）体育施設管理・建設事業

・社会体育施設や学校開放施設のさ

らなる積極的活用を推進します。

・施設利用マナーの向上を図りま

す。

・社会体育施設を定期的な点検を実

施し、利用者が使用しやすいように

整備するとともに、予算的に対応可

能なものについては、速やかに修繕

修理を実施します。

生涯

学習課 ・社会体育施設及び学校開放施

設の計画的な貸し出しを実施し

た。

・マナーに関する注意ポスター

を掲示した。

・6月に利用者による体育施設
の清掃活動を実施した。社会体

育施設は指定管理者が、学校開

放施設は生涯学習課主催、スポ

ーツ推進委員協力のもと開催し

た。

○予算の範囲内で、速やかな施設修繕が

できた。

●施設の老朽化により今後も修繕修理

に係わる経費の増大が見込まれるため、

計画的に実施していく。

Ａ

（４）体育施設指定管理事業

・ＮＰＯ法人たかとみスポーツクラ

ブを第 4期指定管理者として、利用
者のサービス向上に努めるため、定

期的に管理・運営状況を把握し、指定

管理事業が適切に執行されるよう努

めます。

・指定管理施設の修理・修繕等、Ｎ

ＰＯ法人たかとみスポーツクラブと

連携して、使いやすい環境整備・運

営に努めます。

生涯

学習課 ・NPO法人たかとみスポーツ
クラブを指定管理者とし、体育

施設の維持管理を委託した。

・毎月の管理状況の把握するた

め、月 1回の合同会議や市内社
会体育施設の現地視察を実施し

た。

・新型コロナウイルス感染対策

により、3月中の屋内施設利用休
止を実施した。

○施設の利用状況及び修理・修繕等の情

報を共有することができ、早期の修繕・

改修に努めることができた。

●今後も計画的に修繕修理を実施して

いく必要がある。 Ａ

○施設の無料化により利用者が増

加し、生涯スポーツの振興に貢献

できた。

○指定管理者制度によりサービス

の向上が図られ、売上収入を確保

することができた。
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様式第２号 事務事業の執行状況 点検評価シート 山県市教育委員会

重
点
施
策

重点目標 平成 31年度の目標 担当課
平成 31年度の実績・成果と課題 評

価
実 績 成果（〇）と課題（●）

「
学
び
」
と
「
活
用
」
の
サ
イ
ク
ル
の
確
立

■主要施策１５

生涯スポーツの

推進

○だれもが気軽

にスポーツを楽

しむことができ

る環境を整備し

ます。

（５）スポーツ関係団体育成・支援

事業

・市スポーツ推進委員を中心に、市

スポーツイベントの企画・運営、さら

に地域におけるスポーツ振興等の指

導助言を充実します。

・近年の高齢者社会に対応した健康

づくりの面からも、体育協会や体育

振興会との連携を強化します。

・市民が希望するスポーツ活動に積

極的に参加できる環境を整備し、誰

もが『気軽に実践できる運動プログ

ラム』の実践を図ります。

生涯

学習課
・市民の健康・体力づくりを目

標に春と秋の 2回、ウォーキン
グイベントを実施した。（4/13、
11/2）
参加者 計 488人
(H30:442人)

・市体育協会主催行事

10/20 市民スポーツ大会

参加者 計 1,047人
(H30:918人)
3/14 ジョギング大会

新型コロナ感染拡大防止のため

中止。

(H30:1,300人)
・市レクリエーション協会と協

力し、レクリエーションフェス

ティバル 2019開催（11/24）
参加者 134人(H30:150人)

○健康寿命の延伸を目標に、スポーツ推

進員による「ウォーキングイベント」を

春と秋に開催し、昨年度以上の参加者を

確保することができた。

○体育協会加盟団体ごとに種目大会を

実施し、市民が参加しやすいスポーツ環

境作りを推進することができた。

●大会実施の際には、新型コロナウイル

ス感染症対策に十分配慮の上、実施して

いく。

○高齢化社会に対応した、誰もが参加で

きるレクリエーション種目の普及を推

進することができた。

Ａ



- 45 -

様式第２号 事務事業の執行状況 点検評価シート 山県市教育委員会

重
点
施
策

重点目標 平成 31年度の目標 担当課
平成 31年度の実績・成果と課題 評

価
実 績 成果（〇）と課題（●）

「
学
び
」
と
「
活
用
」
の
サ
イ
ク
ル
の
確
立

■主要施策１５

生涯スポーツの

推進

○だれもが気軽

にスポーツを楽

しむことができ

る環境を整備し

ます。

（６）総合型地域スポーツクラブ育

成・支援事業

・小学生スクール（１２種目）、中学

生スクール（１３種目）、スポーツ広

場（９種目）の充実をはかり、その他

四季にあったクラブイベントを実施

します。

・成人、中学生、小学生の３階層ごと

に開催するスポーツ教室を充実させ

ます。

・伊自良地域や美山地域でも活動で

きるよう環境を整備します。

生涯

学習課
・会員………1,148人

(H30:1,167人)
・登録指導者……113人

(H30:111人)
・スクール事業

（小）12種目
（中）13種目
延べ 21,556人参加

(H30:23,625人)
・スポーツ広場事業

9種目
延べ 9,712人参加

(H30:11,756人)
・スポーツ教室事業

21講座
延べ 5,345人参加

(H30:5,338人)
・スポーツイベント事業

4事業（スキー教室中止）
延べ 360人参加

(H30:458人)

○多様なニーズに対応した魅力ある事

業を展開し、スポーツ振興や多世代によ

る交流を推進することができた。

○NPO法人たかとみスポーツクラブ指
導者と部活動顧問が連携し中学校へ指

導者を派遣することができた。

●少子化社会の影響等により、正会員登

録者の減少が目立ち、指導者の確保・養

成を図る必要がある。

●新型コロナ感染症対策の影響で、年度

末の諸事業が中止となった。再開する際

には、感染症対策に十分配慮の上、実施

していく。

Ａ
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様式第２号 事務事業の執行状況 点検評価シート 山県市教育委員会

重
点
施
策

重点目標 平成 31年度の目標 担当課
平成 31年度の実績・成果と課題 評

価
実 績 成果（〇）と課題（●）

「
ゆ
と
り
」
と
「
う
る
お
い
」
を
実
感
で
き
る
文
化
芸
術
活
動

■主要施策１６

文化芸術活動基

盤の充実と活動

の推進

○施設を最大限

に活用し、市民の

ニーズに合わせ

た活動を推進し

ます。

（１）文化の里花咲きホール活用推

進事業

・各種コンサート・公演による市民

への芸術鑑賞機会の提供します。

・小学校や保育園等、地域へアーテ

ィストを派遣するアウトリーチ事業

を開催します。

・ホールでのワークショップ事業に

より住民に芸術体験等を提供しま

す。

・ボランティア組織を充実し、ホー

ルの円滑な事業を推進します。

◎貸し館業務の増加を目指します。

生涯

学習課

■公演事業 6回/前年度比△1回
観客数 1391 人/前年度比△

613人
・和太鼓 観客数 303人
・ポップス 観客数 308人
・ジャズ 観客数 187人
・第九 観客数 308人
・クラシック(ハープ)

観客数 116人
・落語 観客数 169人
・3月公演コロナで中止
■芸術の宝箱事業
（小中学校・保育園ｱｳﾄﾘｰﾁ）

実施校：小学校 9校・中学校 1
校・保育園 1園
実施回数：17回/前年度比△8回
参加者 755人/前年度比△654人
・和太鼓

・ジャズ 1.2
・クラシック（ハープ）

■市民参加・体験事業 1回
・「第 15回花咲きｺﾝｻｰﾄ」第九合
唱

合唱団員 49人/前年度比 5人
観客数 308人/前年度比△27人

＜芸術の宝箱事業（アウトリーチ）＞

○市内の園児や児童生徒に対し、質の高

い音楽を間近で体感する機会を提供で

きている。豊かな人間性や感性を涵養す

るきっかけ作りの一助となっている。

＜市民参加・体験事業＞

○今回プロによるオペラに団員が参加

する形をとった。熱心な練習の成果が出

て、高評価だった。（観客のアンケートよ

り）

＜貸し館業務＞

●新ジャンルの開拓等を積極的に行い、

館の利用を促進していく。 Ｂ

○花咲きボランティアと共同企画

の花咲きコンサートは多くの市民

の参加を得て開催することができ

た。

○公演単独だけでなく、アウトリ

ーチと連携した公演により、一流

アーティストの良質な鑑賞につな

げることができた。
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様式第２号 事務事業の執行状況 点検評価シート 山県市教育委員会

重
点
施
策

重点目標 平成 31年度の目標 担当課
平成 31年度の実績・成果と課題 評

価
実 績 成果（〇）と課題（●）

「
ゆ
と
り
」
と
「
う
る
お
い
」
を
実
感
で
き
る
文
化
芸
術
活
動

■主要施策１６

文化芸術活動基

盤の充実と活動

の推進

○施設を最大限

に活用し、市民の

ニーズに合わせ

た活動を推進し

ます。

（２）古田紹欽記念館活用推進事業

・日本文化や地域文化（偉人の顕彰

等含む）、禅（哲学）に関わる特別展

を開催し、市及び館の魅力を情報発

信します。

・市民茶会や講演会・コンサート、も

のづくり講座等イベントを開催し、

新規来館者の開拓や集客に努めま

す。

・茶道ボランティア組織を充実し、

ボランティア主体による市民茶会等

積極的な活用を図ります。

・図書館情報システム等の導入によ

り、貴重な蔵書の公開を積極的に進

めます。

・紹欽が愛した墨色の世界をテーマ

に水墨画の魅力を発信します。

・平成 30年の開館 15周年特別講演
会を機に、文化講演会を毎年開催し

ます。

◎当館の活動や先人の業績への理解

を深めるため、館内見学などを市内

小中学校に向けて積極的に呼びか

け、地域の子どもたちが当館を周知

しやすくします。

生涯

学習課 ・広報を通じて市民への情報発

信を図った。

・市民茶会、好日会イベント

ものづくり講座等を実施

・来館総数 …5,465人
対前年比 141人
(内イベント参加数 459人
対前年比 △3人)

・茶道ボランティア会員主体に

よるミニ茶会を毎月開催した。

・11月水墨画の特別講演
9月伊自良北小学校で水墨画
教室

・文化講演会では、NHK Eテ
レの番組に出演された山川宗玄

氏を講師に招いたことで、多く

の来館者に記念館や禅に関心が

得られた。

参加者 240人

○常設・特別展示や抹茶体験を通じて、

来館者が文化に触れる機会を増やすこ

とができた。

○文化講演会では、茶会、講演会を開催。

講演会には夫婦での参加も多く、たくさ

んの方が来館され盛大に開催すること

ができた。

Ａ

○特別講演では、明智光秀が主人

公の大河ドラマ「麒麟がくる」に関

連した展示と絡めて開催したこと

により来館者が増えた。
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様式第２号 事務事業の執行状況 点検評価シート 山県市教育委員会

重
点
施
策

重点目標 平成 31年度の目標 担当課
平成 31年度の実績・成果と課題 評

価
実 績 成果（〇）と課題（●）

「
ゆ
と
り
」
と
「
う
る
お
い
」
を
実
感
で
き
る
文
化
芸
術
活
動

■主要施策１７

市民の読書活動

の推進

○子どもから大

人まで、読書に親

しむ環境を整備

します。

（１）図書館運営の拡充事業

・新刊図書の購入、寄贈、他館との相

互貸借により、図書貸出しサービス

の充実を図ります。

・子どもの読書活動推進計画で計画

されているように、小･中学校と連携

を密にし、図書館･学校･地域が一体

となって、子どもの読書向上につな

がる活動の推進を図ります。

・利用者が長時間滞在できるよう、

快適で居心地のいい環境づくりを進

めます。

・歴史民俗資料館と美術館を併設す

る複合施設の利点を活かし、様々な

イベント等を開催し、学習の場、憩い

の場として相互利用を促進します。

生涯

学習課

・貸出人数 18,826人
（前年度 20,647人）
貸出点数 105,132点
（前年度 113,366点）
・新刊図書の購入、寄贈、相互貸

借等の貸出ｻｰﾋﾞｽの充実

新刊購入 2,946点
（前年度 3,312点）
寄贈 他 1,301点
（前年度 1,357点）
相互貸借

借受 327冊
貸出 140冊

（前年度 借受 380冊
貸出 174冊）

・民俗資料館企画展開催

「ちょっと昔のどうぐたち」

12/10～1/31 約 250人
・美術館企画展

「ﾃﾞｼﾞｶﾒ･押し花ｻｰｸﾙ作品展」

8/31～9/18 約 610人
「北村嘉久企画展」

9/21～10/31 約 100人
「市小中学生作品展」

11/7～11/28 約 1,000人

○コロナ対策により、3月は休館となっ
たため全体数は減少したが、2月末の集
計ではわずかであるが前年度を上回っ

た。

○新刊の定期的な購入及びリクエスト

本の購入ができた。

○他館（市外・他県図書館）との相互貸

借を積極的に行い、利用者ニーズに応じ

たサービスを提供することができた。

●図書館等の利用者を増加させるため

の、新たな取組や企画を打ち出す必要が

ある。そのために、企画の目的や対象年

齢等を明確にしていく。

○小学生が、山県市に残されている生活

民具に実際に触れ、ボランティアの方よ

り説明を受けることで、山県の人々の過

去の生活に関心を高めることができた。

○企画展を通して学校の授業だけでな

く、休日に親子での来館が増えた。

Ｂ

○分館（高富・美山）・本館（伊自

良）の蔵書等が相互貸借でき、利用

者に対する利便性に貢献できた。
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様式第２号 事務事業の執行状況 点検評価シート 山県市教育委員会

重
点
施
策

重点目標 平成 31年度の目標 担当課
平成 31年度の実績・成果と課題 評

価
実 績 成果（〇）と課題（●）

「
ゆ
と
り
」
と
「
う
る
お
い
」
を
実
感
で
き
る
文
化
芸
術
活
動

■主要施策１７

市民の読書活動

の推進

○子どもから大

人まで、読書に親

しむ環境を整備

します。

（２）読み聞かせ教室の開催事業

・読み聞かせイベント開催等の広報

活動を充実します。

・ものづくりや遊びを取り入れた親

子で楽しめる読み聞かせ講座を実施

します。

・納涼読み聞かせ等の創意工夫を凝

らした読み聞かせの取組を行いま

す。

・家庭での読み聞かせを推進するた

め、絵本を充実するとともに展示等

を通して貸出利用を促進します。

生涯

学習課 ・読み聞かせボランティアの協

力のもと絵本等の読み聞かせを

実施

＜本館＞

実施 42回
参加者 237人
（前年度 実施 46回

参加 387人)
＜げんきはうす 他＞

実施 24回
参加者 276人
・民俗資料展示室をおばけ屋敷

に見立てて納涼読み聞かせ会を

開催した。

参加者 32人
（前年度 参加 32人）
・乳幼児の親子対象に、絵本の

楽しさを知ってもらうため、読

み聞かせ、リズム遊び、制作を行

う教室を実施した。

実施 4回
参加者 112人

（前年度参加 150人）

○季節を感じさせる飾り付けのほか、お

勧めの本、世間で話題になっている物事

をテーマにピックアップした本のコー

ナーを設置し、常に目新しさのある図書

館づくりを行った。

○講談社「全国訪問おはなし隊」が、11
月 30日に訪れた。ｷｬﾗﾊﾞﾝｶｰに積んだ約
500冊の絵本を手に楽しんだり、隊長さ
んお読み聞かせを聞いたりした。（参加

者 約 30人）

〇毎週土曜日のおはなしひろばの他、夏

休み期間中には会場の雰囲気づくりに

も工夫を凝らした「こわ～いおはなし

会」をH31年度も開催。親子で楽しむ
参加者が多かった。

●図書館を有効活用して読書に親しむ

人が固定化している。新たな利用者を獲

得するために広報や様々な機会を利用

した啓発活動を大いに進めていく必要

がある。

Ｂ
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様式第２号 事務事業の執行状況 点検評価シート 山県市教育委員会

重
点
施
策

重点目標 平成 31年度の目標 担当課
平成 31年度の実績・成果と課題 評

価
実 績 成果（〇）と課題（●）

「
ゆ
と
り
」
と
「
う
る
お
い
」
を
実
感
で
き
る
文
化
芸
術
活
動

■主要施策１８

文化財や伝統芸

能等の継承推進

○市民のかけが

えのない財産を

学び、次世代に継

承します。

（１）文化財保存事業

・地域の伝統芸能や伝統行事の継承

と振興を図るために、文化財保存団

体が行う後継者育成や公開の充実に

向けた取組を支援します。

・山県市無形民俗文化財調査事業の

報告を基に文化財の普及啓発活動の

充実を図ります。

・大桑城等、文化財の調査･研究の推

進や、市民への文化財情報の積極的

な提供に努めます。

・文化財を活用した教育普及活動の

充実を図ります。

生涯

学習課 ・市重要無形民俗文化財舞台公演

会を実施 来場者 250人（前年度
150人）
・市無形民俗文化財保存団体等へ

補助金を交付。

・広報やまがた「祭りと民俗芸能」

欄にて民俗行事を紹介（年 12回
掲載）

【新規】

・「頼芸と道三」歴史パンフレット

を作成し、施設等で配布15,000部
・戦国大桑城シンポジウム開催

来場者 450人
・大河ドラマ関係来訪者受入れ整

備（大桑城跡案内説明看板設置、

登山道整備、スタンプラリー実

施、古田紹欽記念館特別企画展

「今、ときが動き出す」開催）

・土岐氏大桑城WG 6回開催
・十五社神社本殿（県指定）、東光

寺本堂（市指定）広報誌にて周知。

・小中学生向け山県市歴史概観パ

ンフレットを作成し配布 2,000部
・市歴史民俗資料館にて企画展

「ちょっと昔のどうぐたち」を実

施（主要施策 17（1）に掲載）

○舞台公演会への参加者について、場所

や受付方法を見直し、効果的な開催がで

きた。

●調査資料を基にさらなる普及啓発の

手法について検討し、活用を図る必要が

ある。

○大河ドラマ放送に向け、来訪者受入れ

体制の充実を図ることができた。

○学校教職員の協力のもと、展示を行

い、市内小学生を中心に、日本の昔の生

活を体感して、郷土への愛着を深める契

機となった。

Ａ
○文化財保護・保存団体の保護継

承の一助となった。

○大桑城等、文化財の歴史・伝承に

ついて市内外への情報発信の充実

を図ることができた。

○市内小中学生の社会科副読本と

して活用を前提とした資料を提供

し、郷土の歴史等への理解を深め

る契機となった。
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様式第２号 事務事業の執行状況 点検評価シート 山県市教育委員会

重
点
施
策

重点目標 平成 31年度の目標 担当課
平成 31年度の実績・成果と課題 評

価
実 績 成果（〇）と課題（●）

「
ゆ
と
り
」
と
「
う
る
お
い
」
を
実
感
で
き
る
文
化
芸
術
活
動

■主要施策１９

国際理解教育の

推進

○多文化共生社

会を目指し、国際

感覚を磨きます。

（１）青少年の海外派遣事業

・アメリカ・フローレンス市との友

好都市交流を見直し、青少年育成に

主眼を置いた新しい派遣のあり方を

模索する。

－平成 28年度より事業中止－

生涯

学習課 ・フローレンス市への海外派遣

事業は平成 28年度より中止

－

（２）国際交流員受入事業

・フローレンス市との友好都市提携

に基づく交流見直しに伴い、同市

からの国際交流員招聘に対し廃止

も含めた見直しを検討する。

－平成 28年度より事業中止－

・国際交流員受入事業について

は平成 28年度より中止

－
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様式第２号 事務事業の執行状況 点検評価シート 山県市教育委員会

重
点
施
策

重点目標 平成 31年度の目標 担当課
平成 31年度の実績・成果と課題 評

価
実 績 成果（〇）と課題（●）

人
間
尊
重
の
精
神
に
あ
ふ
れ
た
人
づ
く
り
の
推
進

■主要施策２０

学校における人

権教育の推進

○全教育活動を

通し、人権尊重の

精神がみなぎる

学校をつくりま

す。

（１）学校人権教育推進事業

・全教育活動で、道徳・人権問題を含

めた『心にひびく教育』を推進しま

す。

・同和問題・人権問題に関する研修

や広報活動を充実します。

・「ひびきあいの日」事業を実施し、

学校・保護者・地域の方々とともに地

域ぐるみの人権教育に努めます。

学校

教育課 ・人権教育研修会を年間 3回実
施（H30同様）
・各学校の人権教育の取組とよ

いこと見つけの成果をまとめた

冊子を作製

（経年比較±0）

・講演会

演題「報道と人権」

講師 河野 義行 氏

「教職員参加者 200人」
（経年比較±0）

・全学校が「ひびきあい活動」を

実施（経年比較±0）

○自己有用感の推進を重点として取り

組み、各校の取り組みを交流するととも

に、各校の取り組みに生かすことができ

た。

○「ひびきあい活動」で授業公開を行っ

たり、各学校行事等の活動を地域に向か

って発信したりすることで、地域と共に

児童生徒の健全育成に努めることがで

きた。

Ａ

○講演会を通して、それぞれの問

題について深く考えることによ

り、人権感覚を磨くことができた。
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様式第２号 事務事業の執行状況 点検評価シート 山県市教育委員会

重
点
施
策

重点目標 平成 31年度の目標 担当課
平成 31年度の実績・成果と課題 評

価
実 績 成果（〇）と課題（●）

人
間
尊
重
の
精
神
に
あ
ふ
れ
た
人
づ
く
り
の
推
進

■主要施策２１

あらゆる場、あら

ゆる機会での人

権教育の推進

○学習機会を充

実させ、人権学習

を推進します。

（１）社会人権教育推進事業

・山県市社会人権教育推進協議会を

開催し、今日的課題に対応した人権

教育の充実に努めます。

・公民館等の各種学級や講座、各種

団体と連携した講演会、家庭教育学

級での人権学習会、人権教育資料の

作成等の学習機会を拡大します。

・隣保館で講座を実施し、地域住民

と周辺地域住民の交流促進を図り、

人権同和教育を進めていきます。

学校

教育課 ・人権教育講演会・学校人権

教育研究会の開催

8月 23日（金）
14：00～15:30

講師 河野 義行氏

演題 報道と人権

参加者 350人
（前年度参加者 600人）
・標語入り啓発物品を作成し、

配布。

・PTA家庭教育学級講座の中で
人権教育を実施

・美里会館で、地域の小学生を

対象にした習字教室を開催し

た。

参加者 32人
開催回数 33回
※新型コロナウイルス感染拡大

防止のため、36回実施予定であ
ったが、33回の実施となった。
（前年度参加者 42人・前年度開
催数 36回）

○報道による人権侵害についての講演

を通して、IT社会における正しい人
権感覚について考えるとともに、

差別や偏見のない地域社会づくりの

大切さについて理解を深める機会と

なった。

○子育て世代に対して、人権について学

ぶ機会を提供することができた。

●参加者が少ないため、参加者を増やす

方法を考える必要がある。

○地域住民と子どもたちの積極的な交

流を図ることができた。

Ｂ
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第３章 点検評価委員会の意見（平成 31 年度の評価）

（１）点検評価委員からの意見（要約）

主要施策１（２） 個別指導及び問題解決学習等授業改善事業

・「放課後子ども教室」のノウハウを活かし、対象学年を広めた基礎学力向上を図るた

めの個別指導や学習習慣づくりができるとよいと考える。

・市単独で授業がもてる非常勤講師を任用したことで、職員数の少ない小規模小学校

でも、高学年の教科担任制を取り入れることができてよかったと思われる。

主要施策２（３） 地域とともにある学校の推進事業

・地域住民や保護者との連携をさらに深め、教育相談・生徒指導等への参画もできる

とよいと考える。

主要施策３（１） 体力つくり・スポーツ振興事業

・学校規模に関わらず、すべての生徒の希望する部活ができる環境が整備されるとよ

いと考える。

・中学校総合体育大会に要するすべての費用を市費によって実施できるとよいと考え

る。

主要施策４（１） 力のある教師や支援員等を育てる教職員研修推進事業

・小規模校間で指導法の研究や交流の場を設け、指導力の向上をより一層図れるとよ

いと考える。

主要施策４（２） 教育センター機能充実事業

・教育センターの機能の充実や利便性、施設の設備等に課題が多く、場所の検討が必

要と考える。

主要施策 17（１） 図書館運営の拡充事業

・多様な人が利用できるよう潜在ニーズの調査をして、特色ある図書館運営に取り組

めるとよいと考える。
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○山県市教育委員会点検評価実施要綱

平成 21 年 2 月 27 日

教育委員会告示第 7 号

(目的 )

第 1 条 この要綱は、山県市教育委員会 (以下「教育委員会」という。 )が、その権

限に属する事務の管理及び執行の状況について点検及び評価を行うことで、山県

市教育行政の推進体制を一層充実させ、教育水準の向上を図り、もって市民の期

待に応えるために必要な事項を定めることを目的とする。

(点検評価の実施及び体制 )

第 2 条 教育委員会は、前年度の教育委員会の取組みについて、点検評価を行う。

2 教育委員会は、前項の点検評価を適正なものとするため、外部の学識経験者によ

って構成する山県市教育委員会評価委員会 (以下「評価委員会」という。)の意見を

聴かなければならない。

(評価事項 )

第 3 条 教育委員会は、前年度の取組みについて、次の各号に掲げる内容の点検評

価を実施する。

(1) 教育委員会の活動状況 教育委員会会議の実施状況 調査活動の状況等

(2) 事務事業の執行状況 山県市教育振興基本計画に掲げる主要施策の施行状

況及びその成果

(3) 前年度の点検評価結果への対応状況 前年度の点検評価結果において次項

による達成度の評価が C 又は D とされた事務事業に対する対応の状況

2 前項の点検評価においては、次の 4 区分により達成度の評価を行う。

A 順調に達成しているもの

B おおむね順調に達成しているもの

C 達成見込みであるが課題があるもの

D 順調でないもの
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(点検評価の手順 )

第 4 条 点検評価を実施するに当たっては、事務局各課がその所管する事務事業等

について第一次評価を行う。

2 教育委員会は、第一次評価の結果を基に、第 2 条第 2 項に規定する評価委員会

の意見を聴いたうえで、教育委員会会議において最終評価を行う。

3 教育委員会は、前項の評価結果を報告書にまとめ、議会に提出する。

4 教育委員会は、前項の報告書を教育委員会のホームページに掲載するほか、広報

等を利用し市民に公表する。

(庶務 )

第 5 条 点検評価の庶務は、教育委員会事務局において処理する。

(補則 )

第 6 条 この要綱に定めるもののほか、この要綱を実施するために必要な事項は、

教育委員会が別に定める。

附 則

この要綱は、平成 21 年 4 月 1 日から施行する。
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○山県市教育委員会点検評価委員会設置要綱

平成 21 年 2 月 27 日

教育委員会告示第 8 号

改正 平成 28 年 6 月 28 日

教育委員会告示第 7 号

(設置 )

第 1 条 山県市教育委員会 (以下「教育委員会」という。 )が、その権限に属する事

務の管理及び執行の状況について点検及び評価を行うに当たり、透明性及び客観

性を確保するため、山県市教育委員会点検評価委員会 (以下「評価委員会」という。)

を設置する。

(所掌事務 )

第 2 条 評価委員会は、教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況につ

いて、外部の視点から評価を行い、教育委員会に評価結果を報告する。

2 山県市教育委員会点検評価実施要綱第 3 条第 1 項各号に定める点検評価は、そ

れぞれ様式第 1 号～第 3 号により行う。

(組織 )

第 3 条 評価委員会は、委員 10 人以内をもって組織する。

2 委員は、次に掲げるもののうちから教育委員会が委嘱する。

(1) 教育学その他教育行政に関する専門知識を有する者

(2) 学校関係者

(3) 保護者

(4) 民間における企業体、団体等の関係者

(5) その他教育長が適当と認める者

(任期 )

第 4 条 委員の任期は 2 年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期

間とする。

2 委員は、再任されることができる。
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(委員長 )

第 5 条 評価委員会に委員長を置く。

2 委員長は、委員の互選により定める。

3 委員長は、会務を総理し、評価委員会を代表する。

4 委員長に事故あるときは、委員長があらかじめ指定した委員がその職務を代理

する。

(会議 )

第 6 条 評価委員会は、委員長が招集し、その会議の議長を務める。

2 評価委員会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。

3 委員長が必要と認めるときは、委員以外の者を会議に出席させて、意見を聴取し、

又は必要な資料等の提出を求めることができる。

(庶務 )

第 7 条 評価委員会の庶務は、教育委員会事務局において処理する。

(補則 )

第 8 条 この要綱に定めるもののほか、評価委員会の運営に関し必要な事項は、委

員長が評価委員会に諮って定める。

附 則

この要綱は、平成 21 年 4 月 1 日から施行する。
附 則（平成 28 年 6 月 28 日教委告示第 7 号）

この要綱は、公布の日から施行する。
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山県市教育委員会点検評価委員

（敬称略）

委員長 平 澤 紀 子 岐阜大学大学院教育学研究科教授

副委員長 田 上 隆 市自治会連合会会長

委 員 寺 町 祥 江 市議会厚生文教委員会委員長

委 員 伊 藤 崇 県立山県高等学校学校長

委 員 河 野 隆 はなぞの北幼稚園園長

委 員 山 田 光 昭 市社会教育委員代表

委 員 早矢仕 煇 市体育協会会長

委 員 松 原 茂 市小中学校長会会長 （大桑小学校）

委 員 田 中 裕 紀 市ＰＴＡ連合会代表 （いわ桜小学校）

委 員 藤 根 順 子 市保育園長代表 （大桜保育園）


